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肝炎対策の推進に関する基本的な指針 .(案)

‐ 平成○〇年〇〇月〇〇日

日次             |‐     | .
第1 肝炎の予防及び肝炎医療の推進の基本的な方向:‐     ‐
第2 肝炎のI予防のための施策に関すtる事暉‐・  l       '      (
第o 肝炎検査の実施体前及び検査能力●向上に関する事項 ‐
′第1 肝炎琴療を暴供する体制の確保!1関する事項  |
第5 "炎の予防及び肝条医療に関する本材の育成||こ関する事項
第6 肝費に関する由査及び研究に関する事項
第7 肝炎医療のための医薬品の研究開発の推進に1関する事項
第3 肝炎に関する啓発及び知識の普及並びに肝炎患者等の人権の尊重に関する事項
第9 その他肝炎対策の推進に関する重要事項    |

肝炎とは、肝臓の細胞が破壊されている状態であり、その原因は、ウイルス性tア
ルコール性、自己免疫性等に分類され、多様である。とりわけ、我が国では、肝炎患

者のうちB型肝炎ウイルス又はC型肝炎ウイルス (以下「肝炎ウイルス」という。)
感染に起因するF炎患者が大きな割合を占めており、B‐型肝炎及びC型肝炎に係る対
策が喫緊の課題となつている。

国におけるB型肝炎及びC型肝炎に係る対策については、近年においてけ、平成 14
年度以降、C型肝炎等緊急総合対策を開始し、平成 19年度には、都道府県に対し、肝
疾患診療連携拠点病院 (以下「拠点病院」というし)の整備について要請する等の取組
を進めてきた。    ´
また、平成 20年度以降、肝炎の治療促準のための環境整備、肝炎ウイルス検査―の促

進、肝炎に係る診療及び相談体制の整備、1国民に対する肝炎に係る
=し
い知識の普及

と理解及び肝炎に係る研究の推進の5本の柱からなる肝炎総合対策を准めてきた。
さらに、研究分野に関しては、平成20年 6月に、月干炎の専F嗜家からなる肝炎治療戦
略会議が「肝炎研究 7カ年戦略」を取りまとめ、これに基づき肝炎研究に取り組んで

きたところである。                  i
しかしながら、肝炎ウイルスに感染しているものの自覚のない者が多数存在すると

推定されることや、肝炎ウイルスに起因する肝炎、肝硬変及び肝がんに係る医療 (以

下「肝炎医療」という。)の体制が十分整備されていない地域があること等、肝炎医療
―を必要とする者に適切に肝炎医療を提供していくためには、いまだ解決すべき課題が

多い。また、肝炎ウイルスの感染経路等についての国民の理解が十分でなぃことやt

肝炎ウイルス検査を受検する必要性に関する認識が十分でないことに加え、一部では、

肝炎ウイルスに持続感染している者 (以下「肝炎患者等」という。)に対する不当な差

別が存在することが指摘されている。このような状況を改善し、今後、肝炎対策のよ

J5



り■層の推進を図るたollはt国や担方公共団体のみならず、あらゆる関係者が■体
とならて、より■層|の連携を図ることカミ必要である:‐    ′・  ■|   :
本指針は、.このような現状の下に|、 肝炎墨煮等蕉早押に発見し、また、1肝炎尋者等
が安心して治療を受けられる社会を構築するため、国、地方公共団体等が取り組むバ
ぎ方向性を示すことにより、肝炎対策のよリー層の推進を図ることを目的とし、肝炎‐|
対策基本法 (平成 21年法律第

197号)第 9条第 iFの規定に基おき策定するも|の|であ
る。                                 ‐ 1 1''

なおt我が国において、現在、1'3型肝炎みび C型庁炎に係る1対策が喫緊の課題であ
ることから、本指針においてはt ЁI型肝炎及びC型肝炎に係る対策に関する事項を定
めるものとする。      ||| ‐           ■|‐ ‐   |

|‐    |                                         
ヽ

‐竿1,■

"炎

1予‐防及び肝キIⅢO推10基本的な方向      .  ■
|(1)基本的‐な考え方    |                      ■

l｀ 府条|:、 造助な治恭を行ゎなtヽ

=ま

放置すると燥性化し、肝硬変や肝がんと,、らだ
|よ り童篤な病‐態に進行するおそれがある。このため、肝炎息者等が生活する中で蘭わ|
るすが,て―め者が肝炎に対する理解を深め、これらの者の協力の下、肝炎患者等が1安心
して生活でき―る環境づくりに取り組むことが必要である。        |   ‐
' また、肝炎対策は、肝炎患者等を含めた国民の視点に立ち、国民の理解、協力を得
て、肝炎患者等を含む関係者が一体となうてt連携して対策を進めることが重要であ

| る|            ||:

(2)肝炎ウイルス検査の更なる促進
肝炎ウイルスの感染についてはt感染経路が様々であり、過去の生活に基づき個人|

の感染ツネクの有無を判断することは困難である。このためt肝炎ウイル不検査の受‐
検機会を広く提供し、すべての国民が、少なくとも下回は肝炎ウイルス検査を受検す:

ることが可能な体制を整備し、受検の勧奨を行うことが必要である。| |

|(3)適切な肝炎医療の推進  ‐
庁炎轟者等の健康保持っためには、1個 の々状況に応じた適切な治療を受ける,こと
,が重要である:      ・               1      ‐
‐肝炎魯者等に対し、病態に応じた適切な医療を提供するためには、専門的な知識‐

や経験が1必要であるため、個々の肝炎患者等は、肝炎医療を専門とする医療機関 (以
‐ 下「専門医療機関」という。)において治療方針の決定を受けることが望まし,｀:||
また、専門医療機関において治療方針の決定を受けた肝炎患者等は、1継続して適
‐切な治療を受けることが必要である。
1 このため、肝炎患者等が、居住地域にかかわらず適切な肝炎摩療を受けられるよ
う、地域の特性に応じた肝炎診療体制の整備の促進に向けた取組を進める必要があ
||る :｀
―            |‐   |  .   .          1 1 ´

また、肝炎ゥイルスを排除するスはその増殖を抑制する抗ウイルス療法 (肝炎め
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根治目的で行うインタ:‐フェロン治療及び 3‐型肝炎の核酸アナログ製剤1治療をいう。

以下同じ。)については、肝硬変や肝がんといらた、より童篤な病態人の進行を予防|

し、又は遅らせることが可能であり、またtウイル不量が嬌減することヤ|ょ り二次

感染の予防につながるという側面が|ある。このため―、31き続きt抗ウイルス療法に

対する経済的支援に取り組み:そめ効果を検証していく必要がある。 '

(4)肝炎医療をはじめとする研究の総合的な推進  ヽ        ´

肝炎は国内最大級の感染症であり、感染―を放置すると肝硬変や肝がん
.と

いつた重

篤な病態に進行する。このため、肝炎医療の水‐準の尚上等に向けて、肝炎に関する

基礎、臨床及び疫1学研究等を総合的に推進する必‐要がある1。
‐    |

また、肝炎患者等の負担軽減に資するよう、肝炎対策を総合的に推進するための

基盤となる行政的な課題を解1決するために必要な研究にういても進める必要がある
`

(6)肝炎に関する正しい知識の更なる普及啓発
肝炎ウイルスは、感染しても自党症状に乏しいことから、感染に気付きにくく、ま

た、感染を認識していても、感染者が早急な治療の必要性を認識しにくい。このため、

国民一人一人が自身の肝炎ウイルスの感染状況を認識し、肝炎についての正しい知識

を持つよう、更なる普及啓発に取り組む必要がある。

さらに、肝炎患者等に対する不当な差別を解消し、また、感染経路についての知識

不足によぅ新規感染を予防するためにも、肝炎についての正しい知識の普及が必要で

ある。

(6)肝炎患者等及びその家族等に対する相談支援や情報提供の充実
肝炎患者等及びその家族等の多くはt肝炎が肝硬変や肝がんというた、より重篤
な病態へ進行することに対する将来的な不安を抱えている。また、治療における冨1

作用等、治療開始前及び治療中においてt精神的な負担に直面すること 多ヽい。こ

のため、こうした肝炎患者等及びその家族等の不安や精神1的負担の軽減に資するた

め、肝炎患者等及びその家族等べの相談支援を行う必要がある。

また、肝炎患者等及びその家族等を含む国民の視点に立らた分かりやすい情報提

供について、取組を強化する必要がある
`              |

第2 肝炎の予防のための施策に関する事壊‐

(1)今後の取組の方:針について

感染経路についての知識不足による新規感染を予防するため、すべての国民に対

して肝炎についての正しい知識を普及することが必要である。

また、地方公共団体に対して、各医療機関において、HBs抗原陽性の妊婦から出
1生した乳児に対するB型肝炎ワクチンの接種等の適切な対応が行われるよう指導を
_求める等、B型肝炎母子感染防止対策―を講じており、31き続きこの取組を進める:
さらに、B型肝炎の感染がワクチンにようて予防可能であることからt水平感染
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防上の手段の■つとして、
~‐

ヨ型肝炎ワタチシ接種に関しても検討を行う必1要がある。

(2)今後,組が必要な事項にういて
ア 国は、日常生活上の感染予防の留意点や、集団生活が営まれる施設ごとの感染予
,防ガイドライン等を策定して地方公共団体等と連携を図り、その成果の普及F~4発を
行 う。   1  :
イ 国は、ピアスの穴あけ等血液の付着する器具の共有蕉伴う行為や性行為等、感染
の1危険性のある行為に興味を抱く年代に対して、肝炎についての主しい知識と理解
を深めるための情報を取りまとめ、地方公共団体等と連携を図りヽ その成果の普及

肇発を行う。

ウ 国及び地方公共団体は、医療従事者等の感染のり不クの高い集団を中心として、
B型肝炎ワクチンの有効性、:安全性に関する情報提供を行う6       .
工 国は、水平感染防上の手段としてのB型肝炎フクチン接種の有効性、1安全性等
‐ に関する情報を踏まえ、当該ヮクチンの予防接種の在り方について検討を行う。

第3 肝炎検査の実施体制1及び検査能力の向上に関する事項
←1)今後の取組の方針について
肝条ウイノンスの感染状況を本人が把握するための肝炎ウィルス検査にういでは、‐医
療保険者や事業主等の多様な実施主体において実施されていることや(プライバシー
に配慮して匿名実施されている場合があること等からt当該検査の受検状況の実態を
把握することは困難な状況にあるが、肝炎ウイルス検査体制の整備及び普及啓発iを効
果的に実施するために、施策を行う上での指標となるよう、肝炎ウイルス検査の受検 :

率について把握するための調査及び研究が必要である。      `
また、肝炎ウイルス検査未受検者や、

1受
検しているが検査結果を正しく認識してい

ない者等、感染の事実を認識:していない肝炎患者等が多数存在することが推定される。
このため、すべての国1民が少なくとも■回は肝炎ウイルス検査を受検することが必要
なことについて、普及啓発を徹底するとともに、すべての国民が少なくとも二回は肝

炎フイルス検査を受検することが可能な体制を整備し、その効果を検証するための研‐

究を推進する必要がある。                :    |、
さらに、肝炎ウイルス検査の受検結果については、受検者各自が

=し
く認識できる:

|よ うt肝炎の病態等に係る情報提供を行うとともに、肝炎医療に携わる者に対.し、最
新め肝炎ウイノンス検査に関する知見修得めための研修の機会を確保する必要がある。

(2)今1後取組が必要な事項について
ア 国は、1国民の肝炎ウイルス検査に係る受検率等について推計するための調査
及び研究を行う。                      |
イ 国は、現在、地方公共団体が実施主体となって行うている肝炎ウイィンス検査
、 について、地方公共団体に対:し、31き続き、検査実施とそあ体制整備を要請す
る。                 :
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ウ 国及び地方公共団体は、住民に向けた肝炎ウイルス検査に関する広報を強化
する。あわせて、職域において健康管理に携わる者や、医療保険者、事業主等
の関係者の理解と協力め下、引き続き、関係者に対し、1労働者に向けた受検勧

奨を要請する。
土 国は、多様な検査機会の確保を目的として:医療保険者が健康保険法 (大

=11年法律第
'70号
).に基づき行う健康診査等及び事業1主が労働安全衛生1法 (昭和

47年法律第57号)に基づき行ぅ健康診断に併せて実施する肝炎ウイルズ検査に

っいては(継続して実施されるよう医療保険者及び事業主に対して要請する。^ま
た、医療保険者や事業主が肝炎ウイノジス‐検査を実施

‐
する場合の検査結果にも

いて、プライバシーに配慮した適正な通知と取扱いについて、医療保険者及び

事業主に対して改めて周知する。 ●
オ 国は、肝炎ウイルス検査の受検前及び結果通知時において、受検者各自が、
病態、治療及び予防について正しく認識できるよう、これらの情報を取りまと

め、地方公共団体等と連携を図り:その成果の普及啓発を行う6
カ 国及び地方公共団体は、医療機‐関に対し、手術前等に行われる肝炎ウイルス
検査の結果について、受検者に適切に説明を行うよう要請する。また、国は、

医療機関において手術前等に行われる肝炎ウイルス検査の結果の説明状況等に

ついて、実態把握のための調査研究を行う。

キ 国は、独立行政法人国立国際医療研究センター肝炎情報センタこ (以下「肝
炎情報ヤンタニ」という。)'こ対して国立国際医療研究ャンターの中期目標及び

中期計画に基づき、拠点病院等における指導的立場にある医療従事者に対して、

最新の知見を踏まえた肝炎検査及び肝炎医療に関する研修が行われるよう要請

する。

第4 肝炎医療を提供する体制の確保に関する事項
(1)今後の取組の方針について     :      ヽ
肝炎ウイルス検査の結果、診療が必要と判断された者が医療機関で受診しない、ま

た、たとえ医療機関で受診しても、必ずしも適切な肝炎医療が提供されていないとい

う問題点が指摘されている。

このため、都道府県が設置する拠点病院を中心とし、専門医療機関とかかりつけ医

が協働する仕組みとして、地域における肝炎診療ネットワ■クの構築を進め、すバて

の肝炎患者等が継続的かつ適切な肝炎医療を受ける■挙ができる体制を整備すると

ともに、地域や職域において健康管理に携わる者を含めた関係者の連携の下、肝炎患

者等に対する受診勧奨及び肝炎ウイルネ検査後のフォローアップを実施することに

より、肝炎患者等の適切な医療機関ヽの受診を進める必要がある:

また、肝炎患者等が、働きながら継続的に治療を受けるこ.とができる環境づくり

に向けて、引き続き、事業主、職域において健康管理に携わる者及び労働組合をは

じめとした関係者の協力を得られるようt必要な働きかけを行う必要がある。
さらに、肝炎患者等の経済的負担軽減のための抗ウイ′レス療法に係る肝炎医療費
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助成の実施及び肝炎医療に係る諸制度の周知により、肝炎の早期かっ適切な治療を
推進する。 |    |    ■.      |

(2‐)今後取組が必要な事墳につぃて :
|ア 国は、地方公共団体と連携して、肝炎ウイルス検査後のフォロ■アップや受
‐診勧奨等、肝炎患者等を個々の病態に応じて造功な肝炎医療に結びぅ.ける取組
,を地域において中心となって進める人材の1育成を進める。また、1肝炎|の病態、‐

:■治療方法、1肝炎医療に関する制度等の情報を取り.ま とめ、肝炎ウイノンス検査に
ようて肝炎ウイルスに感染していることが判明した者に対して配布する。,

■ イ ー国は、1地域や職域において健康管理に携わる者が肝炎患者等に対して提供す
‐
 `|■ゆに必要な情報を取りまとめ、拙方公共団体や医率保険者等と連携を図り、
|その成果の普及啓発を行う。                  | ~
‐  ウ 自は、拠点病院等あ医療従事者を対象として実施される研修を効果的に進め
るため、研修計画を策定する6また、国及び都道府県は(拠点病院が行う研修
|  への支援方法について検討する。
工 国は、地域における診療連携体制を強ィヒするため、地域における連携め推進
に資する研究を行う。                  ●
|オ 国は、1職域における肝炎患者等に対する理解を深ゆるため、1肝炎の病態、治
‐ 療方法及び肝炎患者等に対する望ましい配慮についての先進的な取組例等の情
報を取りまとめ、各種事業主団体と連携を図り、その成果の普及啓発を行う。
カ ー国は、肝炎医療費助成制度(高額療養費制度、傷病手当金及び障害年金等の
1肝炎医療に関する制度について情報を取:り まとめ、地方公共団体と連携を図り、
1肝炎の治療を進める際の医療機関や肝疾患相談センター等における活用を推進
する。
| キ 肝炎情報センタニは、肝炎医療に係る最新情報、拠点病院及び専門医療機関
等のリスト並びに拠点病院において対応可能な肝炎医療の内容に関して情報収
集をした後、肝炎情報センタァのホームペニジに分かりやすく掲載すること等
によりt医療従事者及び国民に向けて可能な限り迅速に周知を1図る。     |

第5 ‐肝炎の予防及び肝炎医療に関する人材の育成に関する事項     ‐   ′
(1)今後の取組の方針について               1  /.
肝炎‐ウイノン不への新規感染の発生を防ぎt肝容医療の水1準を向上さするために博t
l肝炎の予防及び医療に携わる人材の育成が重要である: ‐  

｀     ′
このため、肝炎ウイルスヘの新規感染

―
の発生の防止に資する人材を育成するとと

もに、肝炎ウイルス感染が判萌した後に適切な肝炎医療に結びうけるための人材を

育成する必要がある。

また、肝炎医療に携わる者が、最新あ府炎検査に関する知見を修得することは、
1通切な治療方針ρ決定ゃ患者に対し適確な説明を行う上で非常に重要であるため、
肝炎1医療に携わる者の資1質向上を図る必要が:あるょ
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さらに、地域における肝炎に係る医療本準の向上等ll資する指導者を育成すぅこ

とが必要である。      |                  ‐

(2)今後黎‐組が必要な事項について  |      li‐       ‐‐
ア ,国は、肝炎ウイルスヘの新規感染の発生を防止するため、各施設におけぅ感染|

予防ガイドライン等の策定のための研究を推進し、地方公共団1体等と連携を歯り、
当該研究成果について普及啓発を行う。                 |
イ 国は、地方公1共団体‐と連携して、肝炎ウイ:ルス検査後のフオロ■アシプや受診‐

勧奨等、月干炎患者等を個々の病態に応じて適切な肝炎医療に結びつける取組を地

域において中心となつて進める人材の育成を進めるし,(再掲)       |
ウ 国は1肝炎情報センターに対し●国立国際医療研究ヤ|ンターの中期目標及び中
期計画に基づき、拠点病院等指導的立場にある医療従事者に対し、最新の知見を

踏まえた肝炎検査及び肝炎医療に関する研修が行われるょう要請する。(再掲)

第6 肝炎に関する調査及び研究:=関する事項
(1)今後の取組の方針にづいて        1
肝炎研究については、これまでの成果を肝炎対策に適切に反映するため、研究実績
を総合的に評価及び検証するとともに、今後、行政的な課題を解決するために必要な

研究を実施していく必要がある。   |
また、肝炎対策を総合的に推進するための基盤となる府炎研究を推進するとともに、

将来の肝炎研究を担う若手研究者の育成を行い、肝炎研究の人的基盤の拡大を目指す。

さらに、肝炎研究について、国民の理解を得られるよう、分かりやすい情報発信を

推進する必要がある。

(2)今後取組が必要な事項について
ア 国は、′「肝炎研究7カ年戦略」を踏まえ実施してきた過去の研究について評価
及び検証を行い、肝炎対策推進協議会‐に報告する。  |
イ 国は、肝炎研究分野において、若手研究者の人材育成を積極的に行う。  |
ウ 国は、具体的な施策の目標設定に:資するよう、肝炎、1肝硬変及び肝がん等の病
態別の実態を把握するための調査研究を行う。

干 国は、肝炎研究について国民の理解を得られるよう、当該研究の成果について
分かりやすく公表し、周知を図るょ

第フ 肝炎医療のための医薬品の研究開発の推進に関する事項
(1)今後の取組の方針にういて
肝炎は重篤な疾病であり、肝炎医療に係る

.医
薬品を含めた医薬品の開発等に係る

研究が促進され、早期の薬事法 (昭和135年法律第145号)の規定による製造販売
の承認に資するよう、治験及び臨床研究の活性化の取組を推准し、1さ らに、1肝炎医

療のための医薬品を含めた、特に必要性が高ぃ医薬品及‐び医療機器が速ゃかに医療|
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現場に導入されるよう―t審査の迅速化等の必要な措置を講じる必要がある。

(2)'今後取組が必要な事項につしヽて

ァ■国は、庁炎医療の医療水準の向上等に資する新医薬品の開発等に係る研究を推
進する。  ‐
イ 国|まt肝炎医療に係る新医薬品を含めた医薬品開発等に係る治験及:が臨床研究
を推進する。 |     |             |‐       ■‐
ウ::国‐は1府炎暉療に係る新医薬品、新医療機器等にっいては、優れた製品を迅速

‐

■に医療
―
の1凛場に提供できるよう、有効性や宕全性に関する審査体制の充:実強イヒ等.

| 1蕉図る等承認審奪?瀑速イヒや質の向上に向けた取組を推進する:     ■ .:
|1国■1‐

"炎

療ヽ|1係る新医薬品等め,ち、欧米藷自で泉議等されそ|‐ るヽが自内|
■で本承認の医薬品等であって医療上必要性が高いと認められるものにういて、関‐
係企業に治験実施等の開発要請の取組を行う。 |
.オ 国は、瞬炎医療に係る1新医薬品等のうち、琴療■の有用性等の要件を満たす医
薬品にっいては、他の医薬品に優先して承認審査を進める。         |

第lol 肝炎に関する啓発及び知識の普及並びに肝炎患者等の人権の尊重に由する幸項
(1)今後の取組の方針について

- 1                    1‐

肝炎に係る正しい知識につぃては、多くの国民に十分に浸透してし`ないと考えられ
|る ,こ うした中‐において、肝炎ウイルス検査の受検を勧奨し、また、肝炎ウイルスめ
新たな感染を予防するためには、すべての国民に対して、肝炎の予防、病態及び治療
に係る正しい理解が進むよう普及啓発及び情報提供を推進する必要がある。
また、早期かう適切な治療を促すため、肝炎患者等が肝炎の病態及び治療に係る主
しい知識を1持てるよぅ、普及啓発及び情報提供を推準するとともに、肝炎患者等|が t
不当な差別を受けることなく、社会においそ安心して暮らせる環境らぐりを目指し―t‐
肝炎患者‐等‐とその家族等、医療従事者、事業主等の関係者をはじめとしたすべて:の自
民が、肝炎について正しい知識を持つためめ普及啓発を

―
推進する必要がある。‐ ‐

(2).1今後取組が必要な事項について  |              | |
ア 国は、平成22年 5月 の世界保健機関 (WHO)総会において、世界肝炎デ■ :

の実施が決議されたことを踏まえ、日本肝炎デ
ニを設定する。おゎせて、1国及

‐

び地方公共団体は、1財団法人ウイルス肝炎研究財団の実施する「肝臓週間」と
連携して集中的な肝炎の普及啓発を行う。     ‐
イ 国及び地方公共団体は、あらゆる世代の国民が、肝炎に係る正しい知識を持
|つための普及啓発を行う。

ウ 国及び地方公共団体は、国民に対し、近年我が国における感染事例の報告があ
る急性B型肝炎 (ジエノタイプA)は、,従来に比し、感染が慢性化することが多
|いとされていることにかんがみ、苺子感染や乳幼児期の水平感染に加えて、ヒト
集輝不全ウイィレ不 (車IVp等と同じく性行為により感染する可能性がぁるという
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認識を促し、予防策を講じる必要があることにういて普及‐啓発を行うし

二 国及び地方公共団体はtl肝炎患者等人の受診勧奨活動として、医療保険者、1医

師その他の医療鶴事者の団体t職域ヤFおいて健康管
t理に携わる者の団体、事業

‐

主団体等の協力を得て、
:肝
炎の病態(知識や肝炎医療に係る制度にういて普及

1 啓発を行う。       .               :   ‐

オ 国は、肝炎患者等、1医師等の医療従事者t職域において健康管理に携わる者、1

‐  事業主等の関係者に向けて(各々の立場で必要な情報を取りまとめ、その成果
にういて普及啓発を行う。           

「
        ‐

力 国は、地域に|おける医療機関において、肝炎に係る情報提供が適切になされる
よう、肝炎情報セシタァに対しt情報提供機昨蕉充寒李せるキう琴請する。

キ 国及び都道府県は、拠点病院の相談セ.シタ■を周知するための普及啓発を行う。
ク 国は、医療保険者や事業主が肝炎ウイルス検査を実施する場合の検査結果につ
いてくプライバシ‐に配慮した適正な通知と取披いにつぃて、医療保険者及が

:

事業主に対して改めて周知する
`(再
掲)

ケ 国は、肝炎ウイルス感染者に対する偏見や差別の実態を把握するための調査研‐
究を行い、その被害の防止のためのガイドラインを策定するとともに、地方公

共団体と連携を図り、その成果の普及啓発を行う。 |

第9 その他肝炎対策の推進:F関する革要事項|    |
(1)肝炎患者等及びその家族等に対する支援の1強化及び充実
① 今後の取組の方針について
肝炎患者等及びその家族等が、肝炎と向き合いながら治療を含む生活の質の向

上に取り組むことができるよう、相談支援体制の充実を図1り 、精神面でのサポ

‐卜体制を強化するとともに、肝炎患者等が不当な羞月1を受けた場合、肝炎尋

者等一人一人の人権を尊重し、不当な差別―を解消するため、
1適
切な対応を講じ

ることができる体制づくりを進める必要がある。 |

② 今後取組が必要な事項について
ア 国は、都道府県と連携して、肝炎患者等及びその家族等の不安を軽減するた
めの情報提供を進めるとともに、1肝炎患者等及びその家族等と、医師をはじめ

とした医療従事者とのコミーュニケ‐ションの場を提供する。

イ 国は、肝炎情報ヤンターに対し、拠点病院の相談員が必要とする情報につい
て整理し、‐積極的‐に情報提供が行われるよう要請する。

ウ 国は、地方公共団体と連携して、1法務省の人権擁護機関相談窓日の周知を図
る。                      1         1

(2)肝硬変及び肝がん患者に対する更なる1支援の在り方について

肝炎から進行した肝硬変みび肝がルtま、根治的な治療法が少ない。このため、

変及び肝がん患者の不安を軽減するために(以下の取組を講じるものとする。

ア 国は、肝硬変及び肝がんを含む肝疾患について、「肝炎研究7カ年戦略」
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ブく研究を推進する:あ‐わせて、国みび地方公本国体は、肝硬変及び肝がんを含
|  む庁疾墨に係ぅ庁炎医療の水準の向|二等を図る.ためt医療従事者への研修等人材
育成を準準する611 1‐ ‐‐ ‐             l    i
イ1甲

'■

部道″県と連携して、肝炎から進行した肝硬‐変及び肝がん患者を含む肝‐

|■ 1炎患者等及びその家族等め不安を軽減するた.めの情報提供を進め
‐
るとともに、肝|

i炎患者1等及びその家族等と、医師をはじ、めとした医療従事者とのコミ五■ヶ■シ
_ |ョ ンの場を提供する。  ||‐      ‐    1          ■ .

ウ 平成1221年度から、一定の条件の下、.身体障害者福IIL法 (‐昭和24年法律第213・
■号)i llゃける身体障害として、新たにF臓機能障害の■部|こついて、障害認定の
| ‐ 対象とされた:その認定を受けた者の肝臓移植、肝臓移植後の抗免疫療法とそれ‐
| らに伴う医療については、自立支援医療 (吏生医療)の対象とならで|ぉり、3'き |

続き当該支‐援を継続する。_      |             ‐   .
平 国は、肝炎から進行した肝硬変及ひ肝がんの患者に対する更‐なる支援の在り方
| ■について検討する上での情報を収集すぅため、肝硬変みび肝がん患者に対する肝

‐
‐炎医療に1関する現状を把握するための調査及び研究を行う。        ●|

(‐
3)“域の実情11応した肝炎対策の推進  ヽ        :
1都道府県においては、肝炎対策基本法め趣旨に基づき、都道府県単位での肝炎対策‐
を推進する|ための計画を策定する等、地域の実情に応じた肝炎対策を講じるた

.め
の体

1制を構築し、1管内市区町村と連携した肝炎対策を推進することが望まれる。
.また、地方公共団体は、積極的に(国をけじめとする他の行政機関との連携を図り・
つつ肝炎対策を講じることが望まれる。  ‐

(4)国民の責務に基づく取組                    ‐■

肝炎対策基本法第6条の規定に力)んがみ、肝炎対策は、肝炎患者峯とそめ家族奪 :

を含めた国民が主体的かつ積極的に活動する必要があり、以下の取組を準めること|

が重要である。

ア 国民■人す人が、肝炎は放置すると肝使変キ麻がんとぃぅ.重駕な‐病態人L蓬|
| 1展する可能性がありt各人あ健康保持tl重大な影響をもたらしうる疾病である,
. ことを理解した上で:少なくとも二回は肝炎ウイルス検査を受験して自身の肝
条ゥイルス感染の有無について、早期に認識を持うよう努めること。●

‐ イ 1国民一人一人が、肝炎 ウイルス
^の
新規感染の可能1性がある行為にっしヽそ正

| しい知識を持ち、新たな感染が生じないよう行動すること。またt肝炎ウイル/  
不の感染|こ関する知識が不足していること等により、肝炎患者等に対する不当
な差月1や、それに伴う肝炎患者等め精神的な負担が生じることのないよう、正

しい知識|1基づく導切な対応に努めること。

(FI喜
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況の変化を勘案し、及び肝炎対策の効果に関する評価を踏まえt少なくとも:5年ごと

に、肝炎対策基本指針に検討を加え、必要があると認めるときは .ヽこれを変更しなけ
ればならない6」 :と されている。

|

本指針は、肝炎をめぐる現状を踏まえt活条対策を総合的に推進するために基本と

なる事項について定めたものである
`今
後は、本指針に定める取組を進めていくこと

となるが、国、地方公共団体等における取組について、定期的に調査及び評価を行い、

肝炎をめぐる状況変化を的確にとらえた上で、必要があるときは、策定から5年を経

過する前であつても、本指針について検討をカロえt変更す.るものとする。

?5



26




